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図面番号 通信－１（復旧）

通信管路復旧

東日本電信電話㈱

（σck＝ck＝1515N/N/mm2）

（σck＝ck＝1515N/N/mm2以上）以上）

（σck＝ck＝1515N/N/mm2以上）以上）
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［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －74

図面番号 通信－２（復旧）

通信マンホールの復旧

東日本電信電話㈱

（σck＝（σck＝1515N/N/mm2以上）以上）

［注］1.
2.

3.

マンホール受台と構築頂面との間に縁切り用シートを挿入すること。
支柱コンクリートはσck＝σck＝2121N/N/mm2以上とし、根固めコンクリートは
σck＝σck＝1515N/N/mm2以上とする。
鉄筋については2列に入れるのを原則とし、ピッチ、径、等は強度計
算の結果決定する。

（σck＝ck＝2121N/N/mm2以上）以上）

（σck＝（σck＝1515N/N/mm2以上）以上）
根固めコンクリート

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。
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保護コンクリート 保護コンクリート

注：床版の版厚、鉄筋は、土被 2.5m まで適用する。

－ 　 －75

図面番号 通信－３（復旧）

鋼管、鋳鉄管、硬質ビニール管復旧図（９条以下）

名古屋市交通局平成17年 3月 一部改訂

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



注：1．床版の鉄筋は、土被1.5ｍまで適用する。
　 ただし、(　)内の鉄筋は土被り1.5ｍを超え2.5ｍ
　 までの場合に適用する。
2．床版の版厚は、土被2.5ｍまで適用する。
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－ 　 －76

図面番号 通信－４（復旧）

鋼管、鋳鉄管、硬質ビニール管復旧図（３５条以下）

名古屋市交通局平成17年 3月 一部改訂

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。
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－ 　 －77

図面番号 通信－５（復旧）

マンホール復旧図

名古屋市交通局平成17年 3月 一部改訂

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －78

図面番号 電力－１（復旧）

マンホール復旧図

東京電力㈱

以内

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －79

図面番号 電力－２（復旧）

電力管路復旧（無筋コンクリート、鋼材受台）

参考図
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施工

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －80

図面番号 電力－３（復旧）

電力管路復旧（コンクリートブロック、鉄筋コンクリート受台）

東京電力㈱

　全胴締－鉄筋コンクリート柱による場合

　全胴締－鉄筋コンクリート柱による場合

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －81

図面番号 電力－４（復旧）

電力管路復旧（鉄筋コンクリート受台）

名古屋市交通局平成17年 3月 一部改訂

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。



－ 　 －82

図面番号 電力－５（復旧）

電力直埋ケーブル復旧

東京電力㈱

十分に突き固めまたは砂水締め

1.

2.

3.

埋戻しが所定位置に進んだのち胴木を取付
け押角とかすがい止めとする。
梯子胴木は防蝕するため防腐剤を2回塗布
する。
木製箱の復旧に当っては、鉄筋コンクリー
トケーブルトラフ（JISA5321）を用いる
ものとし、基礎構造は梯子胴木とする。

［この参考図の取り扱い上の注意事項］

　　埋設物防護並びに復旧にあたっては、この参考図

　により各埋設管理者と協議のうえ施工すること。
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